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相兼外相とのやり取りを紹介した 1991 年 1 月 1 日付の朝日新聞の記事を引用している。そこには韓ソ国
交樹立を反対するため、北朝鮮側がソ連側に渡したメモランダム（覚書）の内容が紹介されている。同
記事には「ソ連が南朝鮮と『外交関係』を結ぶなら、朝ソ同盟条約を自ら有名無実なものとすることに
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なるであろう。そうなれば、我々はこれまで同盟関係に依拠していた若干の兵器も自分のために調達す
るための対策を立てざるを得なくなるであろう。それは、朝鮮半島情勢を極度に先鋭化させる」と書か
































る形で NPT 脱退宣言を行なう運びとなる。 
長距離ミサイルの発射 
1993 年の NPT 脱退宣言以後の朝鮮半島情勢は特別核査察をめぐって非常に険悪な状況が続いていたの
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‘悪の枢軸’、ウラン濃縮疑惑を認定、重油支援中断、再度の NPT 脱退宣言 












支援を主張した。2004 年までの 3 回にわたる６か国協議で自国の主張は受け入れられず、米国が再び北
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放棄に合意したのである。ところが、米国による金融制裁が解除されていないままでは６か国協議に参
加することはないと宣言し、2006 年夏にはミサイル発射実験を行い、秋には初の地下核実験を断行する
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が北朝鮮経済危機のもとであることは間違いないが、危機の導火線となったのはソ連崩壊である。それ
を証明するものとして、1990 年代前半に多くの社会主義国家の崩壊があげられる。 
＜図１＞は資料の制限により 1990 年以降の北朝鮮経済の実質成長率と GNI（国民総所得、Gross National 
Income）を示している。同図だけをもって北朝鮮経済がソ連崩壊によるものと断定することは難しいが、
ソ連崩壊以後 1990 年代の北朝鮮経済がいかにたいへんだったかがうかがえる。また、1999 年以降経済成







金額を表しているが、たった 1 年間で 2,564 百万ドルから 347 百万ドルまでなんと 87％も激減してしま




（2007）によれば、2000 年以後最も貿易規模が大きかった 2005 年の場合でも 1990 年のそれと比べて 1
／10 の水準にも至っていなく8、ソ連の崩壊が北朝鮮にとってどれほど致命的だったかがうかがえる。し







振興公社）の資料[KOTRA2007,9]によると、2005 年現在、中朝貿易は 1,580 百万ドルで北朝鮮の貿易総
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社会主義国家 韓国 日本 OECD国家 開発途上国
1955 89 83 14
1960 118 122 48 5 11
1965 187 182 53 32 26 3
1970 389 116 123 57 94 18
1975 469 483 167 259 377 208
1980 880 678 247 575 400 571
1985 1271 484 188 436 169 638
1990 2564 483 226 20 467 366 457
1991 347 611 86 111 504 405 654
1994 140 624 46 195 481 363 490
1996 65 566 39 252 518 367 422
1998 65 413 n.a. 222 395 n.a. n.a.








（注2） その他の社会主義国家において 1990 年以後の東ドイツと、OECD 国家においては日本を除いて
おり、OECD 国家の 1960 年の値は OECD 国家と開発途上国の割合が分離されていない値である。 
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また、食糧に関しては全体の 43％に該当する 32 万トンを、原油に関しては 100％全部である 53 万 3
千トンを中国から輸入している9。北朝鮮からすれば、中国がかつてのソ連の肩代わりではあるが、その
規模においては 1990 年ごろのソ連に比べ物にならない。 
量ばかりではなく質の面においても、かつてのソ連と経済開発の真最中にある中国は異なる。金（1996）
によれば、石油輸入の際、ソ連からは 1990 年まで国際市場価格の約 30％、中国からは約 50％の所謂‘友
好価格’を通じて原油の供給を受け、物々交換方式で決済を行なった。しかし、1991 年以後国際市場価







































韓国のエネルギー経済新聞[2006 年 5 月 10 日付]によると、北朝鮮のエネルギーの自給率は 92％であ
り、韓国の 3％とは対照的である。一見すると、よさそうにも見えるが、外貨不足のため輸入できない石
油を石炭に代替するため、自力更生を強調した結果に他ならない。2003 年現在、総エネルギー供給のう
ち、石炭が約 70％、水力が約 20％を占めている。なお、韓国統一部の推計によれば、2003 年現在北朝鮮
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されたという。北朝鮮東北部の咸興市の場合、工場の欠勤率が 1995 年に約 20％、1996 年に 50％、1996





かし、連合ニュース[2000.8.4]によれば、1999 年 2 月に北朝鮮政府は北朝鮮全域のジャンマダン閉鎖を
試み、商売人に元の職場へ復帰することを指示した。 
そして、北朝鮮当局自らが土地改革以上の改革という社会主義経済管理改善措置（以下、７･１措置と
称する）という改革措置を 2002 年 7 月 1 日から行なう。朝鮮新報[2002.7.26]によれば、低い国定価格
と高いジャンマダン価格との間の乖離を解消するため、労働者の賃金を引き上げる政策をとった。生産
労働者の場合、110 ｳｫﾝから 2,000 ｳｫﾝへ、炭鉱労働者の場合、6,000 ｳｫﾝまで賃金を引き上げたのである。
労働者の購買力を高めることにより、労働者を工場に復帰させようとした。しかし、インフレが発生し
期待していた効果を得ることはできなかった。自由北韓放送[2006.7.2]によれば、市場で１kg に 40 ｳｫﾝ
だった米の値段が、7.1 措置以後７月末には 250 ｳｫﾝ、その後 1,000 ｳｫﾝまで暴騰した。つまり、物価暴騰
により、高くなった購買力が相殺されてしまい、生活水準の向上につながることはなかったのである。
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宿泊施設の不整備等々の問題があり、北朝鮮の計算どおりにはならなかった。 





っている事業である。そして、2004 年にソウルからバスで 2 時間かかる開城に韓国の中小企業を対象と
して工業団地を造成した。韓国のファイナンシャル・ニュース[2007.6.8]によれば、2007 年 6 月現在、



















ネルギーの供給量が急減した当時の状況を考えてみたい。供給曲線が SS から S’S’へ減少し、均衡価格は
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1 同記事には北朝鮮外相の発言として、核の独自開発以外にも日ソ間の北方領土問題で日本の要求を指
示、日本と国交正常化も取り上げられた。 






4 原文は http://www.kedo.org/pdfs/AgreedFramework.pdf である。 




っていることが推測できる。また、1988 年ソウルオリンピックに対抗する形で 1989 年に平壤で開催
された世界青年学生祝典を開催するためにソ連から莫大な支援を受けた可能性もある。 
8 2005 年の貿易額は 232 百万ドルである。 
9 韓国統一部 http://www.unikorea.go.kr より。 
10 もちろん、国際収支は貿易収支だけでなく、貿易外収支と資本収支で構成されている。外国からの援
助や外国からの投資が考えられるが、拉致問題、カントリー・リスクのため北朝鮮の国際収支に寄与
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しているわけではない。逆に、北朝鮮の外貨不足を解決するためには、長期的な観点での貿易収支や
資本収支による解決はきわめて困難だとみられる。そのため、日本との間でまだ生産されていない戦
後処理に伴うお金や KEDO による重油支援のように、北朝鮮の核開発を自らが封鎖することによる代価
性支援が短期的には最も有効である。そして、実際の可能性もそれしかなく、北朝鮮の戦略もそのよ
うである。 
11 工場内の診療所で食欠証を発行してもらい、食糧を獲得するために欠勤を認めていた。 
12 韓国統一部の北韓資料センター統一問答
http://unibook.unikorea.go.kr/bukhandb/bukhandb_06_77.jsp 
 
